
第1部 総 論

第1章 通信及び情報化の現況

昭和49年 度の我が国経済においては,前 年度から継続した異常なインフレ

ーションを収束するために採 られた総需要抑制策が長期にわたって堅持され

た結果,物 価は徐々に安定の方向に向か うこととなったものの,一 方では不

況の規模が大きなものとな り,経 済成長率は,名 目では17.9%の 伸びとなっ

たが,実 質ではマイナス0.6%と 戦後初めてのマイナス成長を記録した。社

会経済活動の基盤をなす通信の分野においてもこのような状況を反映し,通

信サービスの総生産額(収 入額)は,2兆9,025億 円 で前年度に比べ10.1%

の増加にとどまった。

本章では,ま ず,49年 度の通信の動向として,1通 信の動向,2通 信事業

の財務状況,3通 信関係施設の整備,4通 信関連産業の動向,5日 本経済に

おける通信事業を順次取 り上げ,次 いで我が国における情報化の進展度合い

を都道府県別比較を中心 として検討,評 価する。

第1節 昭和49年 度の通信 の動 向

1通 信の動向

(1)概 況

最近の国内通信の動向は第1-1-1図 に示すとお りである。

49年度の内国郵便物数は140億 通であり,前 年度に対 し6.5%増 となった。

これは,石油危機の影響により前年度実績が特に後半において低かったこと,

参議院議員選挙及び統一地方選挙に伴い選挙関連郵便物が増加 したこと,年
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賀郵便物 が高 い増加率を示 した ことな どに よるもの とみ られる。 これ を郵便

サ_ビ スの生産額か らみる と,第1-1-3表 に示す とお りであ り,49年10

月1日 か ら小包郵便料 金を改定 した こともあって,3,793億 円 と前年度 に比

べ8.7%の 増 加 となった。

第1-1-1図 国内通信の動向
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(注)1.一 般 加入 電 話 数 は,各 年 度 末 の数 で あ る 。

2.電 話 総 利 用 回数 は 特 別 調 査 に よる推 定 で あ る 。

49年 度末加入電話加入数(集 団電話を除く。)は2,744万 に達 した。 これ

は,日 本電信電話公社(以 下 「電電公社」とい う。)関 係投資の圧縮の中で

電話の架設を優先した結果,328万 個の増設があったためである。申し込ん

でもす ぐには付かない積滞電話の数は,新 規需要の落ち込みも加わ り,48年

度末の181万 件から49年度末には一挙に99万 件に減少し,国 民100人 当た り普

及率も35.6個 となった。住宅用電話の加入電話全体に占める構i成割合は48年

度の57・7%か ら61・0%へ と上昇し,世 帯普及率は56・4%に 達した。電話総利

用回数は伸びているものの,1加 入当た りの利用回数は前年度の1日 平均4.5
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回 か ら,49年 度 には4.0回 へ と減少 してきてい る。電話サー ビスの49年 度生

産 額を みる と,こ のよ うな構造的原因に加 え,景 気 の強い影響を受 け,1兆

6,692億 円 と対前年 度比10.1%の 増 加に とどまった。47年 度,48年 度 におけ

る対前年度比が ともに16.5%増 で ある ことと比べ るとかな りの落 ち込みを示

した。 なお,有 線放送電話 の生産額は216億 円 で,対 前年度比1.9%の 増 加で

あ った。

専用 サー ビスは,電 話のほか,デ ー タ伝送,模 写伝送等多様 な用途に利用

されているが,そ の利用動向を回線数(A～J規 格)で み る と,49年 度 は26

万 回線 と前年度に比べ8.7%増 加 し,前 年度 と同様 の伸 びを示 した。 この結

果,49年 度 の専用サ ービスの生産額は446億 円 で,対 前年 度比6.2%の 増 加で

あ った。

電信サ ー ビスについてみる と,電 報 の発信 通数 は,38年 度 の9,461万 通 を

ピークに毎年減 少を続 けてい るが,49年 度 も対前年度比3.9%減 の4,268万 通

で あった。 国民1人 当た りでみ るとわずか0.4通 しか利用 されず,利 用内容

も慶弔電報 が61.5%を 占 めてい る。一方,加 入電信は着実に伸びてお り,49

年 度 末加入数 は対前年度比8.4%増 の7万 加入 となったが,利 用の少ない層

へ の普及を反映 して,1加 入当た り通信料 は月額1万2,700円 と前年度 より

更に下降 した。電信サ ー ビスの生産額 は382億 円 で,対 前年度比2.1%増 とほ

ぼ横ぽい となった。

デー タ通信 はここ数年 と同様の高い成長を示 してい る。デー タ通信 システ

ム数(私 設 システムを除 く。)は49年 度 末1,168シ ス テ ムとな り,前 年度に比

べ57.0%増 加 した。電子計算機 の うちでオンラインシステ ムに使用 され てい

るものが全設置台数に占める割 合を示す オンライ ン化 率 も年 々上 昇 し,4.9

%と な った。 また,周 辺 ・端末装置 はます ます多様化,高 度化 の傾 向を強め

ている。特定通信回線の利用状 況でみると3万4千 回線 と前年度に比べ31.4

%の 増 加 となってお り,特 に高速 回線 の伸びが 目立ってい る。 このよ うな状

況 の下 で公社デ ータ通信サー ビスの生産額は457億 円 と前年度に比べ51.8%

の増 加 とな った。
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テ レビジョン放送は国民の間に広 く普及 し て お り,日 本放送協会(以 下

rNHK」 とい う。)の 受信 契約総数 は49年 度末 にお いて対前年度比3・3劣 増

の2,575万 件 で,世 帯普及率は91.7%に 達 した。 この うち カラー契約は2・054

万 件 とな り,世 帯普及率 は73.1%と 上 昇 したが,そ の契約数 の伸びは47年 度

32.5%,48年 度17.3%,49年 度12,0%と 年 々低下 してお り,カ ラーテ レビ普

及の頭打 ち傾向は次第に顕著にな って きてい る。民 間放 送については,前 年

度大幅 な伸 びを示 した広告費は,49年 度 の景気停滞の影 響を受け,伸 び悩み

をみせた。 この結果,放 送サー ビスの生産額 は6,358億 円 とな り,対 前年 度

比10.0%増 に と どまった。 この うちNHKに よ るものが1,228億 円(5.7%

増),民 間 放送に よるものが5,130億 円(11.1%増)で ある。

次に,最 近 の国際通信 の動向は第1-1-2図 に 示す とお りである。

国際通信需要 も内外経済 の深刻 な不況を反映 して,従 来 の高い伸びか ら急

速 に鈍化 した。国際電話は,通 話度数でみ ると,48年 度 は対前年度比 で52。5

%増 と大幅 な上昇を示 したが,49年 度 は745万 度 で対前年度 比17.8%増 と低

い伸び とな った。 また,国 際電話サ ービス の生産額をみ る と,通 話時 間の漸

第1-1-2図 国際通信の動向
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減傾 向 も加わ り,前 年度に比べ10.4%増 の318億 円 とその伸 びは低下 した。

国際加入電信において もやや低調で,対 前年度比15.8%増 の1,243万 度 と

な り,ま た,国 際電報は551万 通 と前年度 の実績を下回 った。その結果,国

際電信 サー ビスの生産額は対前年度 比9.7%増 の363億 円 とな った。

なお,外 国郵便(差 立+到 着)は,1億9,794万 通(個)で 対前年度比1.4

%の 増 加 とほぼ横 ぽい であ り,地 域別にはアメ リカ州 との間の ものが最 も多

く41.0%を 占 めてい る。

第1-1-3表 通信サービスの生産額 (単位:億 円)

区 別148年 劇 ・・年 劇 増・減率(%)1備 考

郵
剣 ・・49・1・ ・7931

・列 警 養菱灘 計におけ
幽

公 社 電 話 15,160

15,660

16,692

17,226

10.1

10.0

電電公社の電話収入

有線放送電話 212 216 1.9 事業収入

国 際 電 話 288 318 10.4 国際電電の電話収入

公 社 電 信374

国 際 電 信331

705

382

363

745

2.1

5.7

電電公社の電信収入

9。7 国際電電の電信収入

公社専刷 42・1 4461 電電公社の専用収入(デ6.2 一 タ通信料を除 く。)

徐社データ馴
・・ll 4571 51・・ 陣 公社のデー・騙 料

NHK匡162
　

間

送

民

放

ラ ジ オ

テ レ ビジ ョ
ン

604

4,013

_膣
1・,44・1

_暖
10.8

1受信料収入と鮒 金収入

1…1難 整送各社のラジ棺

1民間放送各社のテレビ営
1業収入

計 26・355レ9・ ・251 1・・ll

参 国民縦 産ll・15・63111・359…31 17・91

考 蟹 人消 費 支1592・1・61729・ ・571 23・11

有線放送電話は郵政省資料,民 間放送は 「日本放送年鑑」(昭和50年 版),そ の他は

各年度決算による。

(2)主 な 動 き

ア.低 迷 した通信事業経営

49年度の日本経済は,戦 後初めて実質経済成長率がマイナスになる一方,
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卸売 ・消費者物価上昇率が48年度に引き続き2け たを記録したため,景 気後

退過程で総需要抑制策が実施されるとい う異常な事態を経験 した。

これらの経済情勢の下で,通 信事業経営も景気後退に伴い収入が鈍化する

一方,人 件費をはじめとする諸経費の高騰により支出が増加し,厳 しい局面

に立たされた。また,物 価政策の立場か ら公共料金の値上げ抑制が行われ,

郵便料金,電 話料金等は凍結されることとなった。その結果,通 信事業の営

業損益は次のような悪化の状況を示した。

まず,郵 便事業においては,49年 度の収支は1,247億 円の赤字で,事 業経

営は財政面において極度に悪化するに至 った。

次に,国 内公衆電気通信の分野においては,電 電公社の事業収支は,1,672

億円の赤字で,前 年度の259億 円の黒字から大幅な赤字に転落した。国際公

衆電気通信の分野においても,国 際電信電話株式会社(以 下 「国際電電」 と

い う。)の営業利益は,前 年度に比べ41億 円減少し,128億 円の黒字にとどま

っている。また,NHKに ついてもその経常事業収支をみると,40億 円の赤

字 となっている。民間放送の営業利益は485億 円で,前 年度に比べ153億 円減

少した。

一方,通 信機器の受注についても,総 需要抑制による官公需の減少,景 気

後退による民需の減少があ り,49年 度の通信機器受注総額は5,951億 円とな

り,48年 度に比べ3.6%の 減となった。

イ,新 しい通信サービスの提供

国民生活の高度化,多 様化に伴い,通 信サービスに対する要望 も多様化 し

てきてお り,こ のような状況の下で49年度には各種の新 しい通信サービスが

提供 された。その主なものは次のとお りである。

郵便の分野においては,50年2月 から英国,ブ ラジル,香 港を,6月 から

は米国を対象 と して,国 際ビジネス郵便の取扱いを開始 した。 これは,航

空,書 留及び別配達(速 達扱い)を 組み合わせたサービスである。

電気通信の分野においても,50年3月 には支店代行電話及び着信転送電話

が試行サービスとして開始された。これらは・区域外通話の費用を着信者が
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負担する形態のサービスで,例 えぽ,支 店代行電話の場合,東 京の電話から

大阪の支店代行電話(東 京の電話番号が付与されて い る。)に区域内通話の

料金で通話することが可能となる。発信者の費用負担が軽減されるこのサー

ビスを利用するこ とに よ り,各 企業は顧客サービスの向上,合 理化,省 力

化,営 業規模の拡大等を図ることができる。

50年3月 にはプッシュホソに よる国鉄列車予約サービスが開始された。こ

れにょり,東 京23区 内のプッシュホンから新幹線の座席予約が行えるように

なった。

また,防 災計画の一環 として,49年10月 には,災 害応急復旧用無線電話,

災害応急復旧用移動局電話のサービスが開始された。前者は,災 害により加

入電話の設備が滅失した際,そ の代替として使用できるよう災害の復旧,救

護に重要な関係を有する国の機関,地 方公共団体等にあらか じめ配備される

無線電話で,後 者は,災 害により電話取扱局の設備等が滅失 したため加入電

話が使用できなくなった際,そ の代替 として使用される電話である。なお,

無線電話は830台,移 動局電話装置は15装置が49年度中に配備された。

ウ.新 しい通信サービスに関する調査

郵政省では,新 しい通信サービスを開発するため次の2点 について調査を

行った。

(ア)多 重放送

多様化する国民の情報需要にこたえるとともに,有 限である電波の効率

的使用を図るための一方策として,既 存のテレビジョソ放送や超短波放送

(FM放 送)の 電波に別の情報を重畳 して放送を行うこと(多 重放送)に

関する調査を行 うため,多 重放送に関する調査研究会議が49年7月 に郵政

省に設置された。

同会議は多重放送に関する需要動向調査,多 重放送の種類とその実用化

に関する調査研究及び多重放送実施に伴う放送体制の在 り方に関する研究

にっいて,51年 度を目途に検討を進めているところである。

(イ)農 林漁業地域における多目的総合情報システム
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最近,農 林漁業地域は,都 市近郊部においては都市化,山 間部等では過

疎化が進んでおり,地 域共同体としての性格 も大きく変容 している。これ

らの地域における電気通信サービスの現状,問 題点及び将来像に関して調

査研究するため,48年6月,郵 政省に 「地域通信調査会」が設置され,49

年9月 に同調査会か ら郵政大臣に報告書が提出された。これ らを参考 とし

て,郵 政省では,50年 度には有線放送電話設備を利用した静止画伝送シス

テムの開発を進めてお り,52年 度末を総合システム開発の目途 と して い

る。

ユ.通 信関係国際会議の開催

49年度には多 くの国際会議が開催されたが,中 でも注目すべき会議 として

以下のものがある。

49年5月22日 から7月5日 までローザンヌにおいて第17回 万国郵便大会議

が開催され,条 約及び施行規則の改正が行われたが,51年1月1日 からこれ

を国内的に実施するために,外 国郵便規則等を改正方検討中である。

49年4月22日 から6月8日 まで ジェネーブに おいて 国際電気通信連合

(ITU)の 世界海上無線通信主管庁会議(WMARC1974)が 開催された。今回

の会議は,1972年 のITU管 理理事会第二十七会期の決定に従い,短 波無線電

話海岸局用周波数の区域分配計画の改正等を行 うために開催 されたものであ

る。会議の冒頭に国際周波数登録委員会(IFRB)委 員の選挙が行われたが,

我が国からの候補者が,E地 域(ア ジア ・大洋州)の 委員として当選 した。

また,短 波無線電話海岸局用周波数の区域分配計画においても,我 が国は現

在の通信を維持し,か つ,将 来の通信需要を賄 うために必要な相当数の周波

数分配を受けることができた。このほか,海 上通信分野における無線通信技

術の進歩を取 り入れるとともに,各 種運用方法等を改善し合理化するため,

国際電気通信条約附属無線通信規則の関係規定が改正され,51年1月1日 か

ら発効することとなった。

49年10月7日 から25EIま でジュネーブにおいてITUの 長 ・中波放送に関

する第一地域(欧 州 ・アフリカ)及 び第三地域(ア ジァ ・大洋州)合 同の地
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域主管庁会議第一会期が開催され た。 これは,第2章 第3節 で述べるよう

に,中 波放送の国際的な混信が激化している現状にかんがみ,こ の混信を排

除するため必要な技術上,運 用上の基準を作成することを目的 として開催さ

れたものである。これらの基準は,50年10月 に開催される第二会期において

再編成が行われる予定の第一,第 三地域の長 ・中波放送用周波数割当計画の

基礎となるものである。当会期では中波放送のチ ャンネル間隔を9kHzに す

ることなど各種の技術基準が定められたほか,各 国の周波数要求の様式等が

決定された。

また,ITUの 常設機関である国際電信電話諮問委員会(CCITT)及 び国

際無線通信諮問委員会(CCIR)の 合同委員会であるITUア ジア ・大洋州地

域プラン委員会が49年10月23日 から30日まで東京において開催された。今会

合では域内電気通信の発展に関する一般情報の交換を行 うとともに,技 術協

力問題,料 金問題等について検討がなされた。

そのほか,ITU管 理理事会第二十九会期(49年6月15日 ～7月5日 ジュネ

ーブ),CCIR第13回 総会(49年7月15日 ～26日 ジュネーブ),東 南アジアケ

ーブル計画に関する日,比,英(香 港)の 主管庁,通 信事業体間の会合(49年

8月1日 ～2日 東京),政 府間海事協議機i関(IMCO)海 上安全委員会海事衛

星専門家パネル(49年9月2日 ～6日 ロン ドン),国 連宇宙空間平和利用委

員会法律小委員会(50年2月10日 ～3月7日 二凸一ヨーク)等 の会議が開催

された。

2通 信事業の財務状況

(1)通 信事業の収支状況

49年度には,各 通信事業体とも収入の伸び悩み,物 価と人件費の高騰とい

う問題に直面 したが,特 に郵便事業,電 電公社,NHKは ともに赤字を計上

するに至った(第1-1-4表 及び第1-1-5図 参照)。

郵便事業では,収 入が前年度より9.7%増 加したものの,支 出の大部分を

占める人件費が38.0%増 とい うかつてない増加となったことにより,収 支率
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は129.8%と ます ます悪化 し,1,247億 円 の赤字 となった。

電電公社では,収 入 の大部分を 占める電話収入 の伸 びが10.1%と 低 か った

た め,収 入が10.4%増 に とどまった。一方,支 出 の面 では人件費 が34.5%と

第1-1-4表 通信事業の収支状況

区 別 圃 収 入 支 副 収支差額1収支率1備 考

郵 便 事 業

電 電 公 社

国 際 電 電

有線放送電話

NHK

民

間

放

送

オ
ビ
社

ジ

レ
営

ラ
テ
兼

ラ ジ オ

単 営 社

テ レ ビ

単 営 社

8
Q
/

4
4

qU
Q
!

4

4
.

8

9

4

4

Q
U
Q
!

4

4

8

Q
!

4

4

只
)
Q
!

4

4

8

Q
!

4

4

8

Q!

4
.
4
.

百 万 円

381,428

418,330

(109.7)

百 万 円

1,704,974

1,882,017

(110.4)

百 万 円 百万 円%
406,432△25,0041106.6

11瀦 △124・714112'・8
1

郵便事業の直接収支
のほか郵便事業に係
るその他雑収入及び
総係費等を含む。

百 万 円

1,684,048

2,057,290

(122.2)

夏吾男1

♂16111i

百 万 円

54,665

64,426

(ll7.9)

万 円
1,656

1,936

(ll6.9)

万 円

1,637

1,968

(120.2)

百 万 円

20,926
△175
,273

百 万 円

10,134

7,054

百 万 円

150,272

126,822

(84.4)

百 万 円

5,525

6,029

(109.1)

百 万 円

1,695

1,830

(108.0)

百 万 円

4,759

5,129

(107.8)

万 円
19
△32

百万円1百 万円
132,40317,869

130,845△4,023

(98.8)

百 万 円

4,742

5,449

(114.9)

百 万 円

1,486

1,706

(114.8)

百 万 円

4,131

4,638

(112.3)

百万 円
783

580

百万 円
209

124

百 万 円
628

491

%i
98.8損 益 計 算 書 に よ る総

109.3合 収 支

%
84.4
90.1

%
98,9
101.7

%
88.1
103.2

%
85.8
90.4

損益計算書による総
合収支

1,520施 設 淳 業 外 収

1,343施 設i支 を 含 む 。

損益計算書による総合収支

36社 損益計算書に
36社 よる営業損益

%
87.7
93.2

%
86.8
90.4

17社 損益計算書に

17社 よる営業損益

51社 損益計算書に
52祉 よる営業損益

有線放送電話は郵政省資料,民 間放送は 「日本放送年鑑」(昭 和50年 版),そ の他

は各年度決算による。

(注)1.有 線放送電話は1施 設当た り,民 間放送は1社 当た りの平均である。

2.()内 は対前年度比を示す。
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通信事業の収支率

　のな　

…＼
…一ン葱 。。電

'一
_ノ

45年 度49

(注)・ 収支率 ・叢懸 ・1・・

2.民 間放送は全社(105社)の 平均値である。

大きく伸びたことなどに よ り,支 出合計で22.2%の 増加となった。このた

め,差 引きでは,1,753億 円とかつてない赤字を計上した。

国際電電では,収 入の伸びが対前年度比10.3%増 と前年度までの伸び率に

比べ鈍化したため,収 支差額の黒字幅が前年度に比べ30.4%縮 小した。

NHKは,収 支差額で40億 円の赤字となった。収入,支 出ともに前年度に

比べ減少しているが,こ れは特別収入と特別支出が前年度に比べそれぞれ大

幅に減少したためである。放送会館の売却があった48年 度を除けぽ,46年 度

以降収支率は年々悪化 してお り,49年 度は103.2%と なった。

民間放送では,不 況の深刻化に伴って広告活動が停滞,縮 小したため前年

度に比べ収入の伸 び が 大幅に鈍化 し,49年 度の収支差額は民間放送全体で

485億 円と前年度に比べ23.6%の 減少となった。このため全社(105社)中10
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第1-1-6表 通信事業の財務比率

区 別

総資産
に占め 固 定

年度 る固定資産
比 比 率
率

離 流 動 負 債 労 働灘
本 比 率 比 率 装解

全 産 業
Ω
u

Q
!

4

4

%%%%%
40.1253.689,8107.9531.8

40.3264.589,7108,0556.0

千 円
6,489

7,073
1

運 輸 業
48

49

62.1

61.3

420.3

431.4

86.4

85.9

134.4

134.6

577.1

603.7

8,556

8,888

郵 便 事 業
8

Q/

4

4

62.7116.495.4105.887.21,757

57,2122.082.6106.4133.21,881

電 電 公 社
8

Q/

4

4

88.2276.391.3225.5213.212,977

89。8317.893.1186.5253。814,619

国 際 電 電
8

Q
!

∠
活

4
.

69.1106.388.1143.253.85,578

72.1123。2106.7137.07LO7,374

NHK
8

Q
!

4

4

78.9128.787.5207。763.17,547

80.3133.589.9178.866.27,477

民

間

放

送

オ
ビ
社

ジ

レ
営

ラ
テ
兼

8

9

4

4
.

58.698.972.1220.468.75,217

59.4106.073。2214.478。55,617
Il 1

ラ ジ オ

単 営 社

48

49

51.4

52.4

lO4.3

98.6

71.7

73.8

171.7

163.8

102.9

88.2

2,305

2,873

テ レ ビ

単 営 社

8

Q/

4

4

48.4116.070。7162.7139.96,487

43.11Q1.866.0163.9136.36,573

全産業,運 輸業については 「主要企業経営分析」(日 本銀行),民 間放送について

は 「日本放送年鑑」(昭和50年 版)に よる。

(注)1個 定比率・醗 肇・1・。

固定資産対長期資本比率・自己羅 態 簸 ・1・。

翻 比率・灘 震 ・1・・

負債比率・自豊墓本 ・1・。

労騒 儲 前吟 年警 饗 欝 雛 肇譲 設仮蜘

2.郵 便事業は郵政事業特別会計の数字である。
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社が赤字を計上した。

(2)通 信事業の財務構造

49年度における各事業体の財務比率は第1-1-6表 のとお りである。

郵便事業では労働装備率が低いが,こ れは人力依存度の高い事業の性格に

よるものである。

電電公社では,全 国的な規模の設備を有する事業であることを反映して,

総資産に占める固定資産の比率が89.8%,労 働装備率が1,462万 円と高い値

を示している。固定比率が317,8%と 高いが,固定資産対長期資本比率は93.1

%と なっている。これは固定負債の額が大きいからであり,電 信電話債券の

総資本に占める割合は65.5%に 達している。このため負債比率も253.8%と

高い。

国際電電では,固 定資産に関する各種比率が増加 したが,こ れは国際通信

センターの完成に伴い固定資産が増加したためである。

NHKの 総資産に占める固定資産の比率は電電公社に次 ぐ高い比率となっ

ているが,民 間放送については,NHKと 比べてかな り低く全産業平均 より

やや高い程度 となっている。

3通 信関係施設の整備

通信の分野においては,各 事業体によって積極的に設備投資が行われ,通

信関係施設は近年急速に整備されてきている。通信関係施設は,社 会資本と

して,生 産活動の基礎施設としての性格すなわち生産関連社会資本 としての

面を持つと同時に,放 送,住 宅用電話にみられるように国民の生活に直接つ

ながる生活関連社会資本の一つの柱 としての性格を併せ持ってお り,な お国

民のニーズの多様化に対応した整備の推進が必要 となろう。

49年 度の通信の分野における設備投資額は1兆4,611億 円であ り,各 分野

別にみると次のとお りである(第1-1-7表 参照)。

郵便事業では人口の集中に伴 う大都市及びその周辺への郵便物の集中に対

応するため,局 舎建設及び局内作業の機械化を進めている。49年度は総需要
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第1-1-7表 通信関係設備投資額

区 別

郵 便事 業

電 電公 社

国際 電 電

NHK

民間 放送

計

48年 度 49年 度

億 円
467

11,681

203

166

314

12,831

億 円

539

13,405

257

138

272

14,611

金
率
資部内
比

率減ム増

%
沼59

%
15.4

14.8

26.6

△16 。9

△13 .4

13.9

35.9

65.8

78.6

備 考

郵政事業特別会計の建
設投資額

減価償却額と有形固定
資産増加額から推定

抑制策の一環として設備投資の一部繰延べが行われた結果,投 資額は前年度

に比べ15.4%増 の539億 円にとどまった。設備投資額のうち320億 円が自己資

金であ り,219億 円が財政投融資(簡 保資金)か らの借入金である。

電電公社においても,郵 便事業と同様に総需要抑制の方針に従い,投 資規

模は総額1兆3,405億 円で,対 前年度比14.8%増 にとどまった。前年度に比

べ多少伸びた ものの,過 去数年 の急 ピッチの設備投資からみると大きくスロ

ーダウンしている。投資額の配分は,「電信電話拡充第5次5力 年計画」を基

調として加入電話の増設が中心 となっており,52年 度末における積滞の解消

に向かって328万 加入の増設があった。また,多 様化する利用者の要望にこ

たえるため,プ ッシュホン45万5千 個,ビ ジネスホン49万7千 個をはじめと

して加入電信8千 加入,専 用線3万6千 回線が設置されたほか,市 外回線12

万6千 回線が増設された。一方投資規模全体の圧縮によりデータ通信は5シ

ステムの増設にとどまった。資金調達についてみると,資 本勘定の規模は1

兆5,843億 円であ り,こ のうち1兆152億 円が加入者債券,政 府保証債券等の

外部資金である。内部資金は5,691億 円でその比率は35.9%で あ り,前 は,

年度の44.8%を 大きく下回った。 資金調達上債券の比重は高く,発 行残高

49年 度末で3兆7,889億 円 に達 して お り,我 が国の公社債全体の発行残高

(外貨債を除 く。)の7.6%を 占めている。
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国際電電では,着 実に増加する国際通信需要に対処するため,49年 度にお

いては257億 円の設備投資が行われ,前 年度に比べ26.6%の 増加となった。

投資資金のうち169億 円が内部資金であり,88億 円が借入金で賄われた。49

年7月 には国際通信センターがしゅん工 し,第 二太平洋ケーブル,日 中海底

ケーブル,衛 星通信施設等の建設が推進された。なお,対 外回線は49年 度末

で2,162回 線となった。

NHKに おいては49年度138億 円の設備投資が行われたが,こ れは,全 国

あまね く放送が受信できるよう放送設備の充実等に投資されたものである。

その投資額は前年度に比べると16.9%減 少した。その資金についてみると,

資本収入の規模は196億 円であ り,そ のうち内部資金は78.6%で その大部分

は減価償却引当金である。外部資金としては放送債券が22億 円,借 入金が20

億円となっている。民間放送においては272億 円の投資が行われ,前 年度に

比べ13.4%の 減少となった。

なお,自 営電気通信については,郵 政省が実施 した主要120機 関の調査に

よれば,49年 度中に総計約8百 億円の設備投資が行われた。設備面からみた

場合,電 話機3万8千 個をはじめとして,印 刷電信機,紙 テープ伝送装置等

の符号伝送装置3千 台,模 写 ・写真 ・手書伝送装置1千 台が新設された。ま

た,交 換機についてはステップバイステップ式,ク ロスバ式等合わせて6百

台が新設された。

49年度末における施設数についてみると,電 話機は74万個に達し,符 号伝

送装置は3万 台,大 気汚染,水 質 ・水量測定用等に使用される遠方監視 ・制

御装置は2万 台となっている。また交換機は各方式を合わせ8千 台となって

いる。

4通 信関連産業の動向

景気の落ち込みは通信関連産業にも大 きな影響を及ぼし,電 子計算機製造

業を除 く各産業の受注実績はいずれもマイナスを示すに至った(第1-1-

8表 参照)。
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(1)通 信機械業の動向

49年度の通信機器の受注実績額は5,951億 円で,前 年度に比較し3.6%の 減

少となった。内訳では,無 線通信機器が1,105億 円で対前年度比19.0%増 と

順調に伸びたが,有 線通信機器は4,846億 円で対前年度比7.6%減 となった。

この うちで,電 子交換機が対前年度比44.6%増,印 刷電信装置やファクシミ

リ等の電信装置が10.2%増 となったことが注 目される。

需要部門別では,官 公需が3,581億 円(対 前年度比0.9%減),民 需が1,485

億円(同15.3%減),外 需が885億 円(同9.7%増)と なった。官公需 のうち

電電公社が3,015億 円で対前年度比2.1%の 減であった。総受注実績額の約半

分を占める電電公社の需要の減少の上に,民 需の落ち込みが激 しく,通 信機

械業はこれまでにない苦 しい状況に置かれた。

第1-1-8表 通信機器受注実績額の動向

区 別 48年 度 49年 度 増 △減 率

有

線

通

信

機

器

電 話 機

交 換 機

(電 子 交 換 機)

電 話 応 用 装 置

電 信 装 置

(印 刷 電 信 装 置フ ァ ク シ ミ リ)

搬 送 装 置

有線通信機器用部品

卜二「両

億 円

440

1,859

(260)

530

665

(411)
954

796

5,245

億 円

358

1,695

(376)

479

733

(41書)

946

634

4,846

%
△18 .7

△8.9

(44.6)

△9.6

10.2

㈱
△0.8

鳥20.4

△7.6

無 線 通 信 機 器

合 十
一ヨ
ロ

929

6,174

1,105 19、0

5,951 △3.6

通信機械工業会資料による。

(注)()内 は再掲である。
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(2)電 線 工業の動向

49年 度 の電線 の受注実績額は,7,189億 円 と前年度 に比べ29.7%と い う大

幅 な減 少となった。 この うち銅電線 は6,706億 円 で30.9%の 減,ア ル ミ電線

は483億 円 で6.3%の 減 であ った。銅電線 の品種別では,通 信 ケーブルが1,666

億 円 で16.6%の 減 となった。 この うち電電公社か らの受注は1,343億 円 で対

前年度比17.6%の 減 少であった。

(3)電 子 計算機製造業の動向

49年 度の電子計算機生産額は,本 体で2,984億 円,附 属装置を含め る と

5,353億 円 とな り,48年 度 に比べ24.9%の 増 加であった。

また,輸 入総 額は1,448億 円 で,前 年度に比べ34.7%の 増 加 となってい る。

49年 度末にか動中の電子計算機は3万95台 で あ り,こ の うちオ ンライ ンシ

ステムに使用 されている電子計算機は1,484台 でオ ンライ ソ化率 は4.9%と な

ってい る。

5日 本経済における通信事業

(1)通 信事業の規模

郵便,公 衆電気通信及び放送を合わせた我が国通信事業の規模を,そ のサ

ービス生産額(事 業収入又は営業収益) ,設 備投資額及び従業員数でみると

第1-1-9表 のとお りである。

通信事業のサービス生産額は49年度において約2兆9千 億円(対 前年度比

10.2%増)に 達 したが,こ れは名 目国民総生産の約2%を 占める。48年 度に

おいては通信事業の生産額は,通 信 とともに社会経済活動の基盤 となってい

る運輸 ・倉庫業の生産額の約4分 の1の 規模である。

通信事業の設備投資額は,49年 度約1兆5千 億円であ り,住 宅を除 く国内

総固定資本形成の約4%を 占めている。また,通 信事業のうち郵便事業及び

電電公社の投資額は,住 宅を除 く政府固定資本形成の約12%に 達する。通信

事業の生産額に対する設備投資額の比率は,各 年度とも50%前 後に達し,全

産業中では電気 一ガス ・水道業に次いで高率であるが,こ れは投資額の92%



一18一 第1部 総 論

第1-1-9表 通信事業の規模一
㈲ サ ー ビス 生 産 額(億 円)

⑧ 設 備 投 資 額(億 円)

◎ 従 業 員 数(千 人)

㈱/名 目 国 民 総 生 産(%)

㈹/運 輸 ・倉庫業国内総生産(%)

(B)/国 内 総 固 定 資 本形 成(%)(住
宅を除 く。)

(C)/全 産 業 就 業 者 数(%)

◎/第 三次産業就業者数(%)

(C)/運 輸 ・通 信 業 就業者数(%)

鵡無聾魏 窪欝繋 箏)(%)

45

17,010

8,075

449

2.3

24.O

4.0

0,9

1.8

13.6

12,7

46

19,289

9,831

458

2.4

25.4

4.4

0.9

1.8

13.8

12.5

47

22,634

11,800

472

2.4

28.7

4.6

0.9

1.8

14.5

12.3

48

26,143

12,831

481

2.3

24.8

4.0

0.9

1,9

14.5

12.1

49

28,809

14,611

49!

2.1

4.2

0.9

1.9

14.9

11。9

(注)1.有 線放送電話事業を除 く。

2.各 就業者数は総理府統計局 「労働力調査報告」による。なお,47年 度 の通

信事業従業員数には沖縄県分が含まれるが,就 業老数には含まれていない。

が労働装備率の高い電電公社によって占められていることによる。

通信事業の従業員数は,49年 度末において約49万 人であり,運 輸 ・通信業

就業者数の約15%を 占める。また,全 産業就業者数及び第三次産業就業者数

に対する割合は,そ れぞれ約1%,約2%で ある。

我が国通信事業の規模を欧米先進諸国のそれ と比較すると,第1-1-10

図のとおりである。これによると,各 国通信事業の規模はほぼ経済全体の規

模に比例しているが,両 指数の比率によって通信事業の相対規模を比較する

と,我 が国を100と した場合,米 国138,英 国110,西 独99及 びフランス69
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第1-1-10図 通 信事 業 生 産 額 及 び 国 民 総 生 産 の 国際 比 較

(1973年 度)

名目国民総生産 通信 事業生産額

'旨数340320100806040200204060801004404604旨 数一一一「「一一「～ 「一一一一「-T一 一

(注)1.名 目国民総生産は歴年の値を使用 した。

2.各 指数は1973年 末の米 ドル換算値による。

第1-1-11表 事業部門別通信事業生産額の国際比較

(1973年 度)

訳
日 本

(億円)

米 国
(百万 ドル)

英 国
(百万ポソド)

西 独
(百万 マルク)

ス
)ン

ン
ラフ万

ラ
百(

フ

郵 便

3,490
(13.1)

8,339
(19,4)

579
(30.6)

6,435
(28.9)

5,810
(31.o)

公衆電気通信

17,344
(65.0)

29,740
(69,1)

1,160
(61.3)

13,983
(62.9)

10,605
(56.7)

放 送

5,866
(22.o)

4,985
(11.6)

154
(8.1)

1,825
(8.2)

2,295
(12.3)

計

26,700
(100.0)

43,064
(loo.o)

1,893
(100.0)

22,243
(100.0)

18,710
(100.0)

(注)()内 は構成比(%)を 示す。
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となる。

次に,各 国通信事業の事業部門別生産額構i成をみると(第1-1-11表 参

照),我 が国の場合,郵 便の比率が小さく,放 送の比率が大きいのに比べ,

欧米諸国ではこれとほぼ逆の構成 となっている。

最後に,産 業別国民所得からみた通信事業の規模及び水準についてみると

(第1-1-12表 及び第1-1-13図 参照),通 信事業の国内純生産(純 付加

価値額)は49年 度において約1兆4千 億円に達 した。48年 度における他産業

との比較では通信事業の国内純生産は,通 信事業と同じく労働装備率の高い

第1-1-12表 産業別国内純生産(要 素費用表示)

(A:億 円,B:万 円)

訣 讐45 46 47 48 49

通 信 事 業
A7,888

Bl76

9,020

197

10,890

231

12,840

267

13,691

279

全 産 業A592・'。6BI16
659,923

129

763,800917,256

149175

179,606194,437215,459251,463

130142155175

39,17943,72049,78656,966

119132153172

7,9718,8919,6968,815

283307334245

78,56591,434107,980131,281

104117135160

66,57773,47192,367122,408

490507620775

(注)1.A:国 内純生産は経済企画庁 「国民所得統計」による。ただし,通 信事

業の国内純生産は,郵 政省資料により算出した。

B:就 業者1人 当た り国内純生産の算出に用いた就業者数は総理府統計

局 「労働力調査報告」による。ただ し,通 信事業の就業者数は,郵

政省資料による。

2.電 気 ・ガス ・水道業の就業者数には熱供給業就業者数を含む。
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第1-1-13図 産業別就業者1人 当たり国内純生産

900

800

700

600

500

400

300

200

100

90

80

万70

円0

/

電気'ガ確 レ へ

撃 茎〆多 ン7

%冤
全産 業

(注)

434445464748
年度

産業別就業者1人_国 民所得統計の産業別国内純生産
当た り国内純生産一 労働力調査報告の産業別就業者数

第1-1-14表 通 信事業の付加価値率,有 形固定資産回転率及び労働装備率謎
付 加 価 値 率(%)

有形固定資産回転率(回)

労 働 装 備 率(万 円)

45

46.4
(lQO)

0.55

698
(loo)

46

46.8
(101)

0.54

791
(113)

47

48.1
(lo4)

0.54

897
(129)

48

49.1
(106)

0.55

996
(143)

49

47.5
(102)

0.53

1,ll5
(160)

(注)・ 付加価解 一離 藷

有形固定資産回転率一前吟犠 末畢轟 晶 晶 夢 建設仮勘定)

目1い今年度末平均従業員数

2.()内 は45年 度を100と した指数である。

労働装備率=前'今 年撃 平均(有形固定資産一建設仮勘定)
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電気・ガス・水道業の国内純生産の約1.5倍 の規模である。通信事業の国内純

生産を従業員数で除した従業員1人 当たり国内純生産は,49年 度279万 円に

達し,産 業別比較(48年 度)で は金融 ・保険・不動産業に次いで高い。47年 度ま

では電気・ガス・水道業が通信事業より上位であったが,48年 度にはオイルシ

ョックによる原油価格の高騰が影響して両者の水準は逆転 した。なお,通 信

事業の従業員1人 当た り国内純生産は,付 加価値率に労働装備率及び有形固

定資産回転率を乗じたものに等 しいが,通信事業の場合,従 業員1人 当た り国

内純生産を増大させてきた要因は労働装備率である(第1-1-14表 参照)。

(2)景 気変動と通信事業生産額

戦後数度にわたる景気後退を経ながらも驚異的な高度成長を達成してきた

我が国経済は,48年 度末のオイルショックを契機に不況に突入し,49年 度は

ついに戦後初めてのマイナス成長を記録することになった。通信事業の経営

もこのような景気の下降局面に直面して悪化の状況にあるが,事 業部門別生

産額をみると不況の影響は必ずしも一様ではない。過去15年 間における経済

成長率と各通信事業体収入増加率との比較により,景 気変動と通信事業生産

額との関係をみれぽ,第1-1-15図 のとお りである。

電電公社及び国際電電による公衆電気通信事業は,国 内外の経済活動 との

関係が密接であるため,事 業収入及び営業収益はマクロ経済の変動 と符合し

た動きを示 している。今回の不況における両収入の対前年同月比を景気動向

指数 と対比すると(第1-1-16図 参照),オ イルショック後の景気後退に

数か月遅れて両収入の増加率も減少している。減少の度合いは,国 際電電の

営業収益の方が急激であるが,こ れは前年度における両収入の成長率の差異

によるとともに,公 社収入において電話収入の約30%を 占める住宅用電話の

利用が比較的景気に鈍感であることや今回の不況が世界貿易の低迷と呼応し

ていることなどによるものである。

民間放送事業の営業収益の伸びは,第1-1-15図 に示されて い る とお

り,好 況期と不況期との落差が通信事業中最 も大きく,景 気変動に対 して敏

感に反応している。これは,営 業収益の大部分が ラジオ及びテレビジョンの



20

経
済成

長10

率

郵

更{

%0

第1-1-15図

30

20

10

%0

30

第1章 通信及び情報化の現況 一23一

通信事業生産額の伸びと経済成長率の推移
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(注)1。 民 間放 送 営 業 収 益 は ラ ジオ ・テ レ ビ営 業 収 益 で あ る。

2.NHK事 業 収 入 は 雑 収 入 を 除 く。
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第1-1-16図 景気動向指数と電気通信事業収入
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広告料収入であることによるものである。特にテ レビジョン広告の場合,好

況時にスポットCMが 大きく伸び,不 況時には収益の約6割 を占め る 番組

CMが 減少するため,収 益の変動幅が大きくなる傾向にある。

郵便事業については過去に郵便料金の改定が行われたこともあ り,収 入の

伸びは経済の動きと符合していない。

NHKの 収入については,そ の大部分が受信料であるため,収 入の動きは

景気変動 とは対応していない。48年 度及び49年 度の受信料収入の伸びの低下

は,不 況の影響とい うよりはカラー契約の普及率の上昇とともに,カ ラー契

約数の伸びが鈍化してきたためと考えられる。

(3)家 計と通信費

49年(1月 ～12月)の 家計消費支出は,総 理府 「家計調査報告」に よれ

ば,1世 帯当たり1か 月平均13万6,024円 で,前 年に比べ21.3%の 増加と

なった。

薫 躁,
事業収入
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家計における通信惰報関係支出

区 別48年 実 績

49 年

実 績 対前年増△減率
全消費支出に
占める割合

郵 便

電 報・電 話

放 送

13塑

1,341

309

15舅

1,614

317

%
15.4

20.4

2.6

%
0.l

l.2

0.2

十
二
一面 1,786 2,088 16.9 1。5

交 通

新 聞

印 刷 ・出 版

聴 視 ・観 覧

教 育

2,041

835

988

266

2,449

2,323

1,137

1,258

232

3,038

13.8

36.2

27。3

△12.8

24。1

1.7

0.8

0.9

0.2

2.2

計 6,579 7,988 21.4 5.9

全 消 費 支 出 112,ll6 136,024 21.3 IOO.0

「家計調査報告」(総 理府)に よる。

(注)1世 帯1か 月平均である。

通信関係支 出(郵 便,電 報 ・電話,放 送)の1か 月平均 は,2,088円 で 前

年に比べ16.9%の 増 加 となった。 その内訳は,郵 便費で157円(対 前年比

15.4%増),電 報 ・電話費 で1,614円(同20.4%増),放 送 受信費で317円(同

2.6%増)と なってい る。

電報 ・電話費の伸びが著 しい が,第1-1-18図 に示す とお りこれは住宅

用電話 の普及に よるものである。

家計 消費支 出に 占め る通信関係支 出の割合は,合 計で も1.5%と 比 較的低

い。その内訳 は郵便費が0.1%,電 報 ・電話費 が1.2%,放 送 受信費が0.2%

で,こ れを前年 と比べ ると,郵 便費 と電報 ・電話費は同率 であるが,放 送受
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第1-1-18図

250
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叢1・ ・

電報 ・電話費の推移

45 46 47 48 49

年度

信費 は低 くなってい る。

第2節 情報化の動向

「情報化社会」 という言葉が使われだし,我 々の社会生活における情報の

果たす役割が注目され始めてか ら既に久しいが,社 会の情報化の進展には依

然として目覚ましいものがある。

我々の日常生活における情報 とのかかわりを見ても,10年 前のそれとは非

常に異なってきている。テ レビジョソ受信機及び電話機の普及は,通 信衛星
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の利用 とあいまって世界中の出来事を瞬時に茶の間に運び込み,遠 隔地間の

声や画像の通信をますます容易にしている。更に,種 々の新しい情報流通メ

ディアが実用化されつつある。例えば,家 庭に居ながらにして新幹線の座席

指定券を電子計算機との対話により予約することができるプッシュホン,遠

く海を隔ててホーム ・ドクターの心臓検診を受けることができるペース ・メ

ーカー ・チェック信号伝送装置,送 り手が書 く字や絵が直ちに先方に伝わる

テレメール等である。このように我 々の生活は新鮮な多量の情報と固 く結び

合わされてきてお り,情 報は我々の生活において中心的役割を果たしつつあ

ると言えよう。

しかし,こ の情報化社会の進展は,「 情報洪水」,「情報禍」等の言葉に代

表されるように,適 切な対応を欠けば計 り知れない悪影響をもたらしかねな

い。この情報化社会において情報流通の担い手である通信の果たすべき役割

はその意味からもますます重要性を増 してお り,通 信に関する適切な施策の

ためにも情報化社会に対する的確な認識は欠 くことができないもの で あ ろ

う。

よって以下本節においては,こ のような社会の情報環境の実体を情報化指

数により定量的には握 し,も って我が国の情報化の動向を明らかにすること

とする。

(注)情 報化指数:1人 当たり郵便差出通数,1人 当たり通話回数,100人 当たり

新聞発行部数,1万 人当たり書籍発行点数,人 口密度(以 上情報量),100人 当

たり電話機数,100人 当たりテレビ台数,1万 人当たり電子計算機台数(以 上

情報装備率),就 業人口に占める第三次産業の比率,100人 当たり大学在学者数

(以上通信主体水準),個 人消費支出中の雑費の比率(情 報係数)の11項 目につ

き,そ れぞれの基準値を基に指数化し,更 に,各 要素ごとの指数を平均化した

ものであり,財団法人電気通信総合研究所の算定方式に準じて算定したもので

ある。

1全 体的動向

我が国の情報化の推移を情報化指数により見てみると,第1-1-19図 の

とお り,40年 度から48年度の8年 間では年平均10%以 上の伸びで情報化が進
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第1-1-19図 我が国の情報化指数の推移
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展 してお り,急 成長を遂げている我が国の経済成長とほぼ同様の動きを示し

ている。

このような我が国の情報化指数を第1-1-21表 により日本,米 国,英

国,西 独及びフラソスの先進5か 国間で国際比較 してみると,日 本は1965年

度には最下位であったが,8年 後の1973年 度には米国に次いで第二位となっ

ている。情報化パターンについては,第1-1-20図 に見 られ るように1965

年度では最も低かった情報装備率が1973年 度セこは第三位と急上昇し,我 が国

の情報化の進展に大 きく作用してい る。また,通 信主体水準は1965年 度及び

1973年度 とも米国に次いで第二位 となってお り,我 が国の高度知識化傾向を

うかがわせている。

このようなパターンの下に成長しつつある我が国の情報化指数を,各 要素

及び各項 目別に45年度から48年度の4年 間で見てみると,第1-1-22表 の

とお りである。1万 人当た り電子計算機台数が0.77台 から1.85台 へ と140%

の急成長を遂げ,次 いで100人 当た り電話機数が22個 から32個へと45%増 加

し,更 に,100人 当たりテレビ台数の増加もあいまって,情 報装備率が63%

と著しく伸びている。
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第1-1-20図 情 報化パターンの国際比較
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情報装備率に対する各項 目の増加寄与率では,1万 人当た り電子計算機台

数の伸びが74%,100人 当た り電話機数のそれが24%と なっている。1人 当

たり年間通話数は,電 話機の普及により382回から416回へ と9%増 加し,情

報量への増加寄与率は47%と なっている。情報量の他の項 目の伸びは,1人

当た り年間郵便差出通数が113通 から121通へと7%の 伸びを示しているのを
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はじめ,1万 人当たり書籍発行点数を除きいずれも増加傾向にあるもののそ

の伸びが小さいため,情 報量の伸びでほ4%と 小ざくなっている。100人 当

たり大学在学者数は1,63人 から2.06人 へと26%伸 び,就 業人口に占める第三

次産業の比率も47%か ら50%へ と,通 信主体水準の2項 目はコンスタントな

伸びを示している。その結果,通 信主体水準は,情 報装備率に次いで16%の

伸びとなっている。

次に,情 報化指数の45年度から48年度までの3年 間の伸びに対する各要素

の増加寄与率についてみると,情 報装備率が73%と 極めて大きく,以 下通信

主体水準19%,情 報量5%,情 報係数3%の 順 となってお り,情 報装備率の

伸びが情報化の進展に大 きく貢献している。また,48年 度の情報化指数の各

要素の構成比について見 ると,情 報装備率34%,通 信主体水準24%,情 報量

及び情報係数はそれぞれ21%の 順となっている。

我が国の情報化は40年度以降急激な経済成長とほぼ同様の成長を続けてお

り,ま たその情報化の進展には,電 子計算機及び電気通信設備の急速な普及

並びに社会の高度知識化が大 きく作用している。その反面,情 報係数により

示される個人の情報購買力はコンスタントな伸びを見せているが,情 報化の

全体的な推移に大きくは作用していない といえよう。

2地 域的動向

我が国の情報化の地域的動向を地方別及び都道府県別に情報化指数により

見てみると,第1-1-23図 のとお りとなっている。これによると,地 方別

では,関 東地方,近 畿地方,北 海道地方,中 部地方,中 国地方,四 国地方,

九州地方,東 北地方及び沖縄地方の順で情報化が進んでいるのが分かる。更

に,都 道府県別に見てみると,情 報化の最も進展して い る の は東京都であ

り,大 阪府,京 都府がこれに続き,次 いで愛知県,広 島県,福 岡県及び神奈

川県の順となっている。これは,京 浜地域,中 京地域,京 阪神地域及び北九

州 ・瀬戸内西部地域 という日本四大工業地帯 と高度情報化地域 とが一致して

お り興味深い。
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第1-1-23図 地方別 ・都道府県別情報化指数
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全体的傾向としては,情 報化指数が平均以上の地域は47都 道府県中16都 道

府県と全体の34%で あ り,日 本の情報化は,少 数情報化先進地域に支えられ

ている感がある。事実,45年 度から49年度への情報化指数の伸び率について

みると,情 報化指数が平均以上の県の平均伸び率は43%で あるのに対し,平

均以下の県のそれは41%と 平均以上の県のそれを下回っており,わ ずかなが

ら情報化の全国的集中化傾向を示している。

49年度の情報化指数を各項 目別に見てみると,地 域格差の大きいのは,電

子計算機の普及台数で,上 位二位の東京都1万 人当たり7.23台,大 阪府5.35

台に対し,下 位二位の福島県0.76台,島 根県0.60台 と10倍以上の開きがあ
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る。反対に地域格差の小さいものは100人 当た リテレビ台数で,こ れは全国

ほぼ4人 ないし5人 に1台 程度普及 している。また,就 業人 口に対する第三

次産業就業者数の比率も全国ほぼ40～50%程 度となってお り格差は小さい。

情報化指数における各要素についてその構成比を見てみると,45年 度の構

成パターンには第1-1-24図 のように次の4種 類がある。

① 情報量 と通信主体水準の構成比が高く,反 面,情 報係数が著しく低いパ

ターン(例:東 京都)

② 通信主体水準の構成比が最も高く,か つ,そ の他の要素の構成比がほぼ

第1-1-24図 情報化のパターン
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均等であるパターン(例:宮 城県,京 都府,福 岡県)

③ 情報量の構成比が最も高く,か つ,そ の他の要素の構成比がほぼ均等で

あるパターン(例:神 奈川県,大 阪府)

④ 各要素の構成比がほぼ均等であるが,情 報係数が他の要素に比して比較

的大きいパターン(例:福 島県,島 根県)

①から③までのパターンは,い ずれも平均以上の地域に見 られるパターン

であ り,④ のパターンは平均以下の県に共通するパターンである。このパタ

ーンに見られるように,45年 度においては先進諸国に見 られる情報装備率主

導型の情報化パターンを示している地域は見られなかったが,45年 度以降の

各地域の情報化は情報装備率中心の先進諸国型の情報化パターンに移行 して

いる。すなわち,我 が国の地域別情報化は,45年 度以降情報量及び通信主体

水準主導型から情報装備率主導型に転換し始めていると言える。

このように我が国の情報化は,工 業都市を中心に広がってお り,更 に,電

子計算機,電 気通信設備等の情報装備率を中心に進展 していると言える。


